
≪埋設処分業務勘定≫

（単位：億円） （単位：億円） （単位：億円） （単位：億円）

科目 平成２１年度 平成２０年度 科目 平成２１年度 平成２０年度 科目 平成２１年度 平成２０年度 科目 平成２１年度 平成２０年度 科目 平成２１年度 平成２０年度 科目 平成２１年度 平成２０年度

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー 86 - （資産の部） 86 - （負債の部） 0 - 経常費用 0 - 経常収益 86 - Ⅰ業務費用 △ 8 -

キャッシュ・フロー計算書 貸　借　対　照　表 損　益　計　算　書 行政サービス実施コスト計算書

86 （資産の部） 86 （負債の部） 0 経常費用 0 経常収益 86 Ⅰ業務費用 △ 8
　　研究開発活動に伴う支出 △ 0 - Ⅰ流動資産 86 - Ⅰ流動負債 0 - （１）損益計算上の費用 0 -
　　人件費支出 △ 0 - 　　現金及び預金 86 - 　　運営費交付金債務 - - 　業務費 0 - 　運営費交付金収益 - - （２）（控除）自己収入等 △ 8 -
　　他勘定より受入 86 - 　　核物質 - - 　　未払金 0 - 　受託費 - - 　他勘定より受入 86 -
　　運営費交付金収入　　 - - 　　その他 - - 　　その他 0 - 　一般管理費 - - 　研究施設等廃棄物処分収入 0 - Ⅱ損益外減価償却相当額 - -
　　研究施設等廃棄物処分収入 0 - 　財務費用 - - 　施設費収益 - - 　 損益外減価償却相当額 - -
　　廃棄物処理処分負担金による収入 - - Ⅱ固定資産 0 - Ⅱ固定負債 0 - 　その他 - - 　資産見返負債戻入 0 -  　 損益外固定資産除却相当額 - -
　 その他 - - 　１有形固定資産 0 - 　　資産見返負債 0 - 　　廃棄物処理処分負担金収益 - -
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー △ 0 - 　　建物 - - 　　長期廃棄物処理処分負担金 - - Ⅲ損益外減損損失相当額 - -
　　定期預金の預入による支出 - - 　　機械・装置 - - 　　その他 - -
　　有形固定資産の取得による支出 △ 0 - 　　土地 - - （純資産の部） 86 - Ⅳ引当外賞与見積額 0 -
　　無形固定資産の取得による支出 △ 0 - 　　建設仮勘定 - - Ⅰ資本金 - -
　　その他 △ 0 - 　　その他 0 - Ⅱ資本剰余金 0 - Ⅴ引当外退職給付増加見積額 - -
Ⅲ財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ - - 　　（減価償却累計額） (△0) - 　　資本剰余金 0 - 臨時損失 - - 臨時利益 - -
　　リース債務の返済による支出 - - 　　（減損損失累計額） - - 　　損益外減価償却累計額 - - Ⅵ機会費用 - -

　２無形固定資産 0 - 　　損益外減損損失累計額 - - 法人税等 - - 　　国有財産の無償使用 - -
　　（減損損失累計額） - - Ⅲ利益剰余金 86 - 　　政府出資等の機会費用 - -
　３投資その他の 0 - 　  積立金 - - 当期総利益 86 -

Ⅳ資金増加額 86 - 　　資産 　　当期未処分利益 86 - Ⅶ（控除）法人税等 - -
Ⅴ資金期首残高 - - 　　（減損損失累計額） - - 　　（うち当期総利益） 86 -

資金期末残高 86 資産合計 86 負債 び純資産合計 86 合計 86 合計 86 行政サ ビ 実施 ト △ 8Ⅵ資金期末残高 86 - 資産合計 86 - 負債及び純資産合計 86 - 合計 86 - 合計 86 - Ⅷ行政サービス実施コスト △ 8 -

（単位：億円）
科目 平成２１年度 平成２０年度

利益の処分に関する書類

●電力会社の再処理役務に伴う廃棄物処分に係

る自己収入を減額表示。
●平成２２年３月３１日より事業を開始したため、

資金の運用は平成２２年度から実施する予定。

キャッシュ・フロー計算書の概要
＜資金面からとらえた法人の活動状況＞

行政サービス実施コスト計算書の概要
＜国民の負担となるコスト＞

●資産の部において

・平成２２年３月３１日の事業開始にあたり、必要となる事務用機器

等の固定資産を取得。

●負債の部において

・独立行政法人日本原子力研究開発機構の会計の原則、短期借入

金の認可の申請手続並びに埋設処分業務に係る財務及び会計等

に関する省令第５条第２項の規定に基づき、償却資産価額に相当

する金額を資産見返負債に計上。

●当期総利益８６億円は、次年度以降の埋設処分業務等の財源に

貸借対照表の概要

＜平成２１年度末の財政状態＞

損益計算書の概要

＜平成２１年度の業務運営状況＞

●事業財源は、機構法第２０条第２項の規定により一般勘定、

電源利用勘定から繰入れ。

●経常収益は、一般勘定、電源利用勘定からの繰入額、これ

までの他社からの受託業務により発生した放射性廃棄物の埋

設処分費相当の収益及び固定資産の減価償却相当の収益。

●経常費用は、平成２２年３月３１日の１日分の費用。
Ⅰ当期未処分利益 86 -

当期総利益 86 -

Ⅱ利益処分額 86 -
　　日本原子力研究開発機構法第２１条積立金 86 -

●電力会社の再処理役務に伴う廃棄物処分に係

る自己収入を減額表示。
●平成２２年３月３１日より事業を開始したため、

資金の運用は平成２２年度から実施する予定。

キャッシュ・フロー計算書の概要
＜資金面からとらえた法人の活動状況＞

行政サービス実施コスト計算書の概要
＜国民の負担となるコスト＞

●資産の部において

・平成２２年３月３１日の事業開始にあたり、必要となる事務用機器

等の固定資産を取得。

●負債の部において

・独立行政法人日本原子力研究開発機構の会計の原則、短期借入

金の認可の申請手続並びに埋設処分業務に係る財務及び会計等

に関する省令第５条第２項の規定に基づき、償却資産価額に相当

する金額を資産見返負債に計上。

●当期総利益８６億円は、次年度以降の埋設処分業務等の財源に

充当。

※埋設処分業務勘定の利益剰余金について

埋設処分業務は、処分地の取得、設備の建設等により突出した

予算が必要になる年度があります。この予算を機構の予算額の増

加により対応することは困難であり、他の研究開発予算を圧迫する

可能性があることから、同省令の規定により計画的に毎事業年度

他勘定から繰り入れ、そこから生じた利益剰余金は積立金とし、機

構法第21条第５項の規定に基づき、翌事業年度以降の埋設処分業

務等の財源に充当するため次期中期目標期間へ繰り越しました。

貸借対照表の概要

＜平成２１年度末の財政状態＞

損益計算書の概要

＜平成２１年度の業務運営状況＞

●事業財源は、機構法第２０条第２項の規定により一般勘定、

電源利用勘定から繰入れ。

●経常収益は、一般勘定、電源利用勘定からの繰入額、これ

までの他社からの受託業務により発生した放射性廃棄物の埋

設処分費相当の収益及び固定資産の減価償却相当の収益。

●経常費用は、平成２２年３月３１日の１日分の費用。

利益の処分の概要

●当期総利益（８６億円）は、機構法第２１条に

基づき、「日本原子力研究開発機構法第２１

条積立金」に計上し、翌事業年度以降の埋設

処分業務等の財源に充当。

注） 単位未満切捨てのため、合計において一致しない箇所があります。
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務等の財源に充当するため次期中期目標期間へ繰り越しました。

貸借対照表の概要

＜平成２１年度末の財政状態＞

損益計算書の概要

＜平成２１年度の業務運営状況＞

●事業財源は、機構法第２０条第２項の規定により一般勘定、
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までの他社からの受託業務により発生した放射性廃棄物の埋
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利益の処分の概要

●当期総利益（８６億円）は、機構法第２１条に

基づき、「日本原子力研究開発機構法第２１

条積立金」に計上し、翌事業年度以降の埋設

処分業務等の財源に充当。
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